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国民年金に関することの事務に係る個人情報を本人以外のもの 

から収集すること及び本人以外のものから収集することに伴う 

本人通知の省略，目的外に利用すること及び目的外に利用する 

ことに伴う本人通知の省略並びにコンピュータ処理について 

（答申） 

 

２０１４年（平成２６年）１２月１日付けで諮問（第６９７号）された

国民年金に関することの事務に係る個人情報を本人以外のものから収集

すること及び本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略，目

的外に利用すること及び目的外に利用することに伴う本人通知の省略並

びにコンピュータ処理について次のとおり答申します。                        

 

１ 審議会の結論 

 (1)  藤沢市個人情報の保護に関する条例(平成１５年藤沢市条例第７号。

以下「条例」という。)第１０条第２項第５号の規定による本人以外

のものから収集する必要性があると認められる。 

 (2)  条例第１２条第１項第４号の規定による目的外に利用する必要性

があると認められる。 

 (3)  条例第１０条第５項及び第１２条第５項の規定による本人以外の

ものから収集することに伴う本人通知の省略並びに目的外に利用す

ることに伴う本人通知を省略することについては「３ 審議会の判断

理由」に述べるところにより認められる。 

 (4)  条例第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは適当で

あると認められる。 

 

２  実施機関の説明要旨 

 実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たり必要な個人情報 

を本人以外のものから収集する必要性及び本人以外のものから収集す

ることに伴う本人に通知を省略する合理的理由，目的外に利用する必要

性及び目的外に利用することに伴う本人通知を省略する合理的理由並

びにコンピュータ処理をする必要性は次のとおりである。  
 (1) 諮問に至った経過 

平成２４年１１月１６日成立・１１月２６日公布された「年金生



活者支援給付金の支給に関する法律」（以下「年金生活者支援給付

金法」 という。）が，平成２７年１０月１日より施行される。 

      この法律は，公的年金等の収入と一定の所得との合計額が一定の

基準額以下の老齢基礎年金等の受給権者及び所得が一定基準額以下

の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給権者に対し福祉的な給付措

置として「年金生活者支援給付金」（以下「支援給付金」という。）

を支給し，これらの者の生活の支援を図ることを目的としている。 

     「年金生活者支援給付金の支給対象となる者」（以下「対象者」と

いう。）には年金支給に合わせて当該給付金の支給が行われるが，

当該給付金の対象者の判定に際しては，公平・公正を期する必要が

あることから，所得情報等の確認が必要となる。なお，この対象者

にかかる所得情報等の確認については「年金生活者支援給付金法」

第３９条により，市区町村の法定受託事務とされている。 

      当該給付金の支給に係る業務は厚生労働省から日本年金機構への

委託によって行われるが，所得の確認については，日本年金機構か

ら神奈川県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）

を経由して配信される「年金生活者支援給付金の候補者」（以下「候

補者」という。）のデータに各市町村が所得情報等を収録し返送す

ることにより行われる。なお，日本年金機構では，市町村から返送

された情報を基に要件審査を行い，対象者を抽出し，ターンアラウ

ンド請求書を対象者に送付する。対象者からこの請求書が提出され

ると，受付・審査・認定の運びとなる。この事務は毎年行われる。 

      この対象者は，国の資料によると，全国で老齢年金生活者支援給

付金が約５００万人，補足的老齢年金生活者支援給付金が約１００

万人，障害者基礎年金または遺族基礎年金受給者への給付金対象者

が約１９０万人と見込まれており，これに基づいて本市の対象者を

算出すると，老齢年金生活者支援給付金，補足的老齢年金生活者支

援給付金，障害者基礎年金または遺族年金受給者への給付金の対象

者は合わせて約２万人となる。ただし対象者数は約２万人だが，日

本年金機構から配信される候補者のデータは，約１０万人分と想定

される。 

    日本年金機構から配信される候補者の情報に所得情報を収録する

には，まず日本年金機構から配信される基礎年金番号が本市の所有

する個人情報のうち誰のものであるかを特定する必要がある。この

特定には日本年金機構から配信される基礎年金番号と本市が保有す

る基礎年金番号を突合する。そして基礎年金番号から特定された個

人の所得情報を抽出し収録する。そこで，まず考えられるのは保険

年金課が保有する基礎年金番号との突合だが，保険年金課で保有す

る基礎年金番号はおもに国民年金の被保険者にかかるものに限られ，

日本年金機構から配信される基礎年金番号のデータ数に対し，約３

割にしか満たないと考えられる。このため日本年金機構から配信さ



れる基礎年金番号と保険年金課が保有する基礎年金番号を突合して

も，約７割にあたる７万人分の情報がアンマッチになることが予想

される。また，日本年金機構からは「氏名・生年月日」の情報も配

信されるが，基礎年金番号と突合しマッチしない者に対し，さらに

氏名・生年月日で突合を行ったとしても，生年月日が同一の同姓同

名の者や，外国人の氏名の読み方の相違などによって，相当数のア

ンマッチが出ることが予想される。そこで，より多くの候補者を特

定し，迅速な処理を行うためには，介護保険課が保有する基礎年金

番号を突合に用いることが考えられる。これは年金受給者の多くが

介護保険料を年金から天引きされていることから，その保有数は保

険年金課で保有するそれよりも圧倒的に多く，日本年金機構から送

られる候補者の基礎年金番号のほとんどが含まれると考えられるた

めである。 

      なお，日本年金機構と市町村の基礎年金番号等の情報の授受につ

いては，国保連合会と各市町村の介護保険課との間に敷設されてい

る専用回線を使用するよう厚生労働省より指導がある。日本年金機

構から配信されたデータは，介護保険課の保有する基礎年金番号と

突合するシステムと，保険年金課が利用している税情報を収録する

システムの２つのシステムを通す必要がある。この２つのシステム

を構築し，既存の年金システムに追加するものである。このシステ

ム改修については，交付金の対象事業であり，消費税率１０％への

引き上げが平成２７年１０月１日に施行されるかどうかに関わらず，

平成２６年中に改修を終え，平成２７年１月から３月の間に国保連

合会との接続を完了させるよう厚生労働省より指導がなされている。 

以上，支援給付金の給付事務を正確かつ迅速に行う必要から，介 

護保険課で保有する個人情報を収集し目的外に利用すること，個人

情報を収集し目的外に利用することに伴う本人通知の省略，日本年

金機構から配信されたデータをコンピュータ処理を行うことについ

て，本市個人情報の保護に関する条例第１０条及び第１２条並びに

第１８条に基づき藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するも

のである。なお，システム改修を除き，「個人情報を本人以外のも

のから収集すること及び本人以外のものから収集することに伴う本

人通知の省略」「個人情報を目的外に利用すること及び目的外に利

用することに伴う本人通知の省略」「コンピュータ処理」を毎年行

うことについて包括的に承認を求めるものである。 

(2) 個人情報を本人以外のものから収集し，目的外利用する項目 

     介護保険課から情報提供されるもの 

       ア 特徴管理マスタ 

      基礎年金番号,被保険者番号 

     イ 資格記録マスタ 

   被保険者番号,統合宛名番号 



(3) 個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び個人情報を目的

外に利用する必要性について 

日本年金機構から配信される候補者の情報に，最大限，最も効率的

に本市で保有する候補者の所得情報等を収録するには，基礎年金番号

を用いて候補者を特定する必要があるが，年金受給者の多くが，介護

保険料を年金から天引きされていることから，本市において基礎年金

番号を最も多く保有しているのは介護保険課である。したがって介護

保険課の基礎年金番号を支援給付金事務のために介護保険課から収集

し，目的外に利用する必要がある。 

(4) 個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略

及び個人情報を目的外に利用することに伴う本人通知の省略について 

    支援給付金事業の候補者は約１０万人と想定している。仮に候補者

すべてに通知するとした場合，通知すべき相手が多数で，通知する費

用や事務量が過分に必要となり，本市の事務処理に著しい支障が生じ

ることから，個別の通知は省略したい。 

(5) コンピュータ処理について 

ア コンピュータ処理の内容 

       支援給付金の支給については，日本年金機構が候補者のデータを

受給者データベースから抽出し，国保連合会と介護保険課間のネッ

トワークを通して市町村に配信する。このネットワークは，国保連

合会と介護保険課との専用回線で，外部からのアクセスが出来ない

ことから，安全性の確保のため厚生労働省の指示に基づいてデータ

の送受信に使用されるものである。配信されたデータは介護保険課

の端末から保険年金課の職員がＵＳＢメモリに保存し保険年金課

に搬入する。ＵＳＢメモリから保険年金課の年金専用端末にデータ

を複写し，データの内容を確認する。確認したデータを保険年金課

とＩＴ推進課の専用回線を使用しＩＴ推進課に送信する。このデー

タを介護保険課の保有するデータと基礎年金番号で突合させるた

め，この作業のシステム改修を行う。 

ＩＴ推進課では，送信されたデータをコンピュータ処理で，介護

保険課の特徴マスタと基礎年金番号で，保険年金課の年金マスタと

基礎年金番号，氏名，生年月日で突合し，候補者の特定を行う。こ

の際マッチしないものについて電子データの作成及びアンマッチ

リストの打ち出しを行う。 

候補者のデータについては，年金受給者を対象としているが，年

金担当の業務で扱っている対象者は，国民年金被保険者である。そ

のため年金マスタ内の年金受給者は約３割程度しか含まれておら

ず，年金マスタと突合しても，全体の約７割の７万人がアンマッチ

になると予想される。日本年金機構からは候補者の氏名・生年月日

も配信されるが，このアンマッチ分の７万人に氏名，生年月日を突

合したとしても，生年月日が同じ同姓同名の者や，外国人の氏名の



読み方の相違などによって，相当数のアンマッチが出ることが予想

される。これらを手作業で１人ずつ後追い調査し，決められた期間

内で処理することは極めて困難である。 

この問題を解決するため，介護保険課の保有する特徴管理マスタ

を利用し，基礎年金番号で突合する方法を考えている。年金受給者

の介護保険料は，年金から天引きされている関係で，特徴管理マス

タには，候補者が大多数含まれている。これを利用し，基礎年金番

号で突合し候補者の特定を行う。この日本年金機構から配信された

データを介護保険課の保有する特徴管理マスタ内のデータと突合

させ，アンマッチデータの作成及びアンマッチリストの打ち出し作

業をシステム改修し既存の年金システムに追加する。これにより，

アンマッチは激減するものと考えられる。アンマッチデータについ

ては，現在の状況を調べるため，ＩＴ推進課との専用回線を使用し，

保険年金課に送信され，アンマッチリストはＴ推進課から保険年金

課に持ち込まれる。このアンマッチ情報は年金担当の年金システム

及び住基システム等をもとに調べ，正しい情報に修正しＩＴ推進課

から送信された電子データに保存し，専用回線を使用し，ＩＴ推進

課に補足データとして送信する。ＩＴ推進課はすでにマッチしたデ

ータと当該補足データを合わせるコンピュータ処理を行う。支援給

付金の市町村の業務内容は，所得情報等を候補者データに収録し，

返送することである。処理としては，年金担当が保有するコンパク

ト税ファイルの税情報等を候補者データに収録することになる。こ

の日本年金機構から配信され，本市のデータとマッチしたデータに

ついて税情報等を収録する作業をシステム改修し，既存の年金シス

テムに追加する。作成されたデータは，ＩＴ推進課から保険年金課

へ専用回線を使用し送信される。保険年金課では，送信されたデー

タを確認し，ＵＳＢメモリに保存し，介護保険課に搬入する。搬入

したＵＳＢメモリから介護保険課と国保連合会のネットワーク端

末に年金担当の職員がデータを複写し，専用回線を使用し国保連合

会を通して日本年金機構へ送信する。 

イ コンピュータ処理の必要性 

給付金の支給については，国の制度の目的から，迅速かつ正確な支給事

務を求められ，本市では候補者約１０万人に所得情報を収録し返送しなけ

ればならず，手作業での処理は困難であり，コンピュータによる処理が必

要であると考える。 

ウ コンピュ－タ処理を行う情報と項目 

(ｱ) 保険年金課 

(a) 年金マスタ 

 基礎年金番号,国保宛名番号 

(b) 長期給付マスタ 

 証書番号,国保宛名番号 



(c) 短期給付マスタ 

 証書番号,国保宛名番号 

(d) コンパクト税ファイル 

 総所得合計,公的年金,雑所得（年金）,雑損,医療費,社会保険料,

社会保険（小規模）,配偶者特別控除（入力値）,配偶者特別控除（換

算値）,本人特別障害該当,本人普通障害該当,本人寡婦該当,本人勤

労学生該当,控対配偶者有無,特定扶養者数,老人扶養者数,普通扶養

者数,特障害者特別扶養者数,普通障害者扶養者数 

(e) 統合宛名 

 宛名番号,個人番号,世帯番号,住登区分,住所＿住所名,住所＿方

書名,氏名,氏名カナ,生年月日,性別,住民年月日,住民届出年月日,

前住所＿住所名,前住所＿肩書名 

(ｲ) 介護保険課 

   (a) 特徴管理マスタ 

    基礎年金番号,被保険者番号 

  (b) 資格記録マスタ 

被保険者番号,統合宛名番号 

(ｳ) 日本年金機構から情報提供を受けるもの 

候補者の氏名，住所，生年月日，性別，基礎年金番号 

エ 安全対策 

(ｱ) 保険年金課での安全対策について 

(a) 日本年金機構から配信したデータについては，ＣＳＶファイルとし，

国保連合会を通し，国保連合会と介護保険課間の専用ネットワークを

使用することにより安全性の確保に努める。 

(b) 日本年金機構から配信されたデータは，介護保険課の専用端末から

ＵＳＢメモリに保存する。ＵＳＢメモリについては，パスワード設定

する。この作業は，決められた年金担当の職員が介護保険課に行き，

直接行う。端末操作は介護保険課の決められた職員がパスワード入力

し立ち上げ，年金担当の職員が操作する。保存が終わったデータは，

端末から消去する。 

(c) 介護保険課でデータを保存したＵＳＢメモリは，決められた年金担

当の職員が運搬する。 

(d) 保険年金課に搬入したＵＳＢメモリ内のデータは特定の年金端末

に複写し，データ内容を確認後ＵＳＢメモリ内のデータは速やかに消

去する。なお端末操作については，決められた年金担当の職員がパス

ワードを使用し行う。 

(e) 端末に保存したデータは，専用回線を使いＩＴ推進課に送信する。

専用回線は保険年金課とＩＴ推進課と直接接続されているため安全

性が確保されている。ＩＴ推進課へ送信したデータは，送信後速やか

に端末から消去する。 

(f) ＩＴ推進課で作成されたアンマッチの電子データは専用回線を使



用し保険年金課へ送信され，ＩＴ推進課で打ち出されたエラーリスト

は施錠可能な専用ケースに入れて決められた年金担当の職員が保険

年金課へ運搬する。 

(g) 保険年金課は，アンマッチの電子データ及びエラーリストに基づい

て補足データを作成する。補足データの作成は，決められた年金担当

の職員により，年金システム端末，住基端末を検索し電子データに修

正入力する。端末の使用についてはパスワード設定して行う。補足デ

ータ作成後はエラーリストを速やかにシュレッダーなどにより復元

できないように処理して廃棄する。 

(h) 作成された補足データは，専用回線を使用しＩＴ推進課に送信する。

ＩＴ推進課送信後は速やかにデータを消去する。 

(i) ＩＴ推進課で所得情報を収録したデータは，ＣＳＶファイルに変換

後専用回線を使用し保険年金課に送信される。決められた年金担当の

職員により端末からＵＳＢメモリに保存する。なお，作業端末を操作

するときはパスワードを設定し，ＵＳＢメモリもパスワード設定をす

る。 

(j) 入力されたＵＳＢメモリは，決められた年金担当の職員が介護保険

課に搬入する。 

(k) ＵＳＢメモリ内のデータを国保連合会と介護保険課との専用ネッ

トワーク用の端末に複写し，専用回線で国保連合会を通して日本年金

機構に送信する。送信後はＵＳＢメモリのデータは給付事務が終了す

るまでの１年間保存する。端末操作については，端末の立ち上げは決

められた介護保険課の職員が行い，決められた年金担当の職員が端末

使用をする。 

以上，「藤沢市個人情報の保護に関する条例」「藤沢市コンピュータシ

ステム管理運営規程」及び「藤沢市情報セキュリティポリシー〈基本方針〉」

に則り，安全対策に努める。 

(6) 実施時期 

２０１５年６月（以降毎年同時期に実施）予定。 

(7) 提出資料 

ア  制度の概要 

 イ  法律（抜粋） 

 ウ  コンピュータフロー図 

 エ  個人情報取扱事務届出書 

 

３ 審議会の判断理由 

  当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論(1)から(4)までの 

とおりの判断をするものである。 

(1) 個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び目的外に利用

する必要性について 

実施機関では，個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び



目的外に利用する必要性について，次のように述べている。 

日本年金機構から配信される候補者の情報に，最大限，最も効率的

に本市で保有する候補者の所得情報等を収録するには，基礎年金番号

を用いて候補者を特定する必要があるが，年金受給者の多くが，介護

保険料を年金から天引きされていることから，本市において基礎年金

番号を最も多く保有しているのは介護保険課である。したがって介護

保険課の基礎年金番号を支援給付金事務のために介護保険課から収集

し，目的外に利用する必要がある。                               
  以上のことから判断すると，個人情報を本人以外のものから収集す
る必要性及び目的外に利用する必要性があると認められる。 

(2)  個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省

略及び目的外に利用することに伴う本人通知の省略について 

   実施機関は個人情報を本人以外のものから収集することに伴い本

人通知を省略する理由及び目的外に利用することに伴い本人通知を

省略する理由について次のように述べている。 

支援給付金事業の候補者は約１０万人と想定している。仮に候補者

すべてに通知するとした場合，通知すべき相手が多数で，通知する費

用や事務量が過分に必要となり，本市の事務処理に著しい支障が生じ

ることから，個別の通知は省略したい。 

以上のことから判断すると，本人通知を省略する合理的理由がある 

と認められる。ただし，市民へは広報紙等により周知を図ることを条

件とする。 

 (3)  コンピュータ処理について 

実施機関は，コンピュータ処理を行う必要性について次のように述

べている。  
ア コンピュータ処理の必要性について 

給付金の支給については，国の制度の目的から，迅速かつ正確な

支給事務を求められ，本市では候補者約１０万人に所得情報を収録

し返送しなければならず，手作業での処理は困難であり，コンピュ

ータによる処理が必要であると考える。 

以上のことから判断すると，コンピュータ処理の必要性が認めら

れる。 

 イ 安全対策について 

    実施機関が説明要旨（5）アの(a)から(k)（以下(a)から(k)とい

う）において示す安全対策は次のとおりである。 

(ｱ) 実施機関の安全対策 

(a) データ媒体の紛失を防ぐための措置  (c),(j) 

(b) 必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできない

ようにするための措置 (b),(d),(g),(i),(k) 

(c) 利用後にデータを確実に消去するための措置  
 (b),(d),(e),(h) 



(d) 利用後に不必要となった個人情報を確実に廃棄するための

措置 (g) 

(e) データ媒体の安全性を高めるための措置 (b)，(i) 

(f) 実施機関の安全対策を高めるための措置 (a),(f) 

(g) ネットワークを通じた情報漏えいをを防止するための措置 

 (a),(e),(f),(h),(i),(k) 

以上，個人情報を取り扱う場合については「藤沢市個人情報の保護

に関する条例」，「藤沢市情報セキュリティポリシー＜基本方針＞」，

「藤沢市コンピュータシステム管理運営規程」を遵守し，個人情報の

保護及び安全の確保に努める。 

     以上のことから判断すると，安全対策上の措置が講じられていると 

認められる。 

   以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当であ

ると認められる。 

以 上 

  

 

 


